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１　はじめに
　日本の国土は南北に長く，プレート境界上に位置
し，かつ多くの活断層があることから，地震が発生し
やすい。またその気候風土は変化に富んでいるので，
台風などの風水害や雪害などにも襲われることが多
い。地球上で発生する地震の10％が，陸地面積で１％
を占めるにすぎない日本周辺で起こっている。このこ
とから，今後の日本の地震災害のリスクの高さがうか
がわれる。このように災害と隣り合わせに居る日本国
民であるが，災害に対する危機意識は，それほど高く
ない。一度大きな地震や津波に遇した人でさえ「こん
な大きな災害に遭遇したのだから，この地方では当分
の間災害は起こらない」とかえって油断しているよう
だ。
　2009年に内閣府が発表した防災白書の意識調査で
は，「約62％の人が最近の災害リスクの高まりを認識
しており，約75％の人が将来の災害リスクは高まると
回答している。（略）しかしながら同時に意識はある
ものの具体的な行動には結びついていないという実態
も明らかになった」と述べられている。続いて「自然
環境の変化や都市化が進んでいるなかでは，自分の住
む地域にどのような災害リスクが発生しているのか正
しく認識し，それにもとづいて避難行動をとることが
重要と考えられるが『ハザードマップにより危険な場
所を認識している』人は１割にも満たず，『近くの学
校や公園など避難する場所，経路を決めている』とい
う人も25％未満となっている」とも述べられている。
　このような主体的防災行動の少なさは，日本で昔か
ら怖いものの代表として「地震・雷・火事・山嵐（お
やじ）」と表現されてきたことからも予想される。こ
の言葉は，これらの自然災害は，人間の力ではどうに
もならないものとして捉えられてきた証といえるだろ
う。またこれは，自然災害に繰り返し襲われてきた，
日本の人々のあきらめと無力感の表現であるともいえ
る。
　本稿では，上記の現状を踏まえて，防災教育の目的
と内容を検討し，学校の教育課程の中で教科外活動に
位置付けられている特別活動が防災教育の中で果たす
役割を考えたい。まず，特別活動における防災教育の
位置付けを確認するとともに，特別活動によって培わ
れる力を考察し，防災行動における特別活動の意義を
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検討するものである。
　さらに，これからの求められるべき防災教育の在り
方について，先進的な取り組みを紹介したい。
２　防災教育とは
（１）防災教育の第一次目的
　防災教育の第一次目的は，何であろうか。それは，
災害発生時に自分の命を自分で守ることである。阪神
淡路大震災の際には90％程度の人が，地震の発生直後
に亡くなっている。東日本大震災でも同様であるが，
被害が広域に及ぶと，それは消防や自衛隊が対応でき
る能力の範囲をはるかに超えてしまう。これは，阪神
淡路大震災で救助された人の８割以上が，レスキュー
等の専門家ではなく，隣近所の人々に助けられたこと
からも明確である。災害が大きければ大きいほど，自
分の命は自分で守るという「自助」がいかに大切か明
らかである。さらに自分の命が助かったときに，その
場にいた住民同士が協力して，周囲の人の命を助ける
「共助」も重要であるということが分かる。
　 つ ま り， 防 災 教 育 と は， ま ず 自 分 の 命 を 守 る
Survivorを育てることであり，次に，広い意味でのよ
き支援者Supporterを育てることであると筆者は考え
る。
（２）防災教育の必要性
　今日，日本社会の防災技術は，行政施策などを通し
て，格段に進歩していると言える。しかし，向上した
防災力でさえ対応できない想定外といわれる自然災害
が発生した場合，「正常化の偏見」により，かえって
甚大な被害がもたらされる可能性がある。東日本大震
災では，住民が絶対に安全と信じていた長く高い堤防
を，津波は軽々と越えて大きな被害を引き起こした。
「正常化の偏見」とは「自分が大丈夫」と思い込もう
とする人の心の作用を意味する。人は，自分にとり都
合が悪いリスク情報を無視し，過小評価したいと思う
のが常である。
　突発的に広範囲にわたって発生する地震災害では，
行政による「公助」だけでなく，市民自身が自分で命
を守る「自助」や地域住民の助け合いによる「共助」
が不可欠である。これは，阪神淡路大震災や東日本大
震災での，大きな教訓でもある。自分の周囲の安全確
保や災害時の適切な行動技能の習得や食料・水等の準
備といった予防的な防災行動は一人ひとりの市民が行
わなければならないことだろう。
　また，災害時の情報収集のための不適切な行動によ
る，人命の被害は避けなければならない。災害の際に
海岸や河川や，屋根や田畑を見に行くなどの不用意な
行動で毎度のように死者や行方不明者が出ている。
　2003年宮城県沖地震の際の，気仙沼市民の情報収
集の実態調査によると，地震発生後に約16％の世帯
が「海の様子を見に行った」と答え，約17％の世帯が
「家の近くの崖の様子を見に行った」と答えている。
これについて片田は，次のように述べている。
　　 住民が逃げなかったのは『正常化の偏見』が強く
働くためですが，もう一点『認知不協和』という
ことがあります。認知不協和とは「簡単に言い換
えると『わかっちゃいるけど…』ということで
す」結論として，住民は『正常化の偏見』によっ
て逃げていない。だけど不安だから情報収集に走
る。情報収集に走るがゆえに，なおさら避難しな
い。そして避難しない自分を正当化する理由を探
すと簡単に見つかる。このようにガチガチに固め
られた中で，結局逃げられない。（片田，2012，
p185）
　また，松尾は次のように述べている。
　　 日本の防災の最大の脆弱点は，市民の防災意識の
低さにあり，それを改善するためには，災害像の
正しい認識や行動の習得，適切な思考判断力の涵
養を促し，市民防災力を向上させることが，災害
国日本で被害を逓減させるために不可欠である。
（松尾，2007，p22）
　次に，防災意識を低下させる大きな要因である「正
常化の偏見」と「認知不協和」を乗り越えて「率先避
難者」となるために，学校教育の果たす役割について
述べる。
（３）学校における防災教育
　高度に情報化された現代社会には，不必要な多くの
情報もあふれている。情報過多の中から市民が防災に
関する適切な情報を選択し，自主的な防災行動をとる
ことを期待するのは，残念であるがきわめて困難であ
るといえる。なぜなら，一般市民が継続的に防災の知
識や技能を習得し，それを普遍化し継続的に学ぶ機会
は，現状の社会システムでは，ほぼ存在しないといえ
るからである。確かに，防災に関する講演会など，行
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政による啓発事業は広く市民に門戸が開かれている
が，その受益者は，筆者の勤務していた学校でも，ほ
ぼ毎回同じであり，自治会やPTAなどの役職につい
ている人たちという現状であった。
　しかし，すべての国民が防災を普遍化し継続的系統
的に学ぶ場が，日本にただ一つだけ存在する。それ
は，すべての子どもが就学しなければならない義務教
育機関である小学校・中学校である。そして，それに
連続する幼稚園と高等学校である。この場こそが，国
民のすべてが防災を学ぶことができる格好の場であり
唯一の機会である。児童・生徒の発達段階に応じて，
主体的に行動できる範囲や内容が異なるので，それを
考慮しなければならない。それを踏まえ，主体的に防
災行動するための知識や技能の材料を与えるとよいと
考える。
　片田（2012，p84）は，学校教育における「10年２
区切りの防災教育」の必要性を強調している。小学校
で防災教育を受けて，また中学生でも防災教育を継続
する。こうして10年間継続すれば，子どもたちは大人
になる。そして，その後も10年間続ければ，小学生
だった子どもが親になる。そうすると適切な防災意識
をもった親が，次の世代の子どもを育てるようになる
ということになる。
３　特別活動の防災行動における意義
　義務教育学校こそ，国民一人ひとりに対して防災教
育を提供する格好の場所であることは，すでに述べた
とおりである。では特別活動は，教育課程の中におい
てどのように防災教育と関係しているのかその指導原
理と方法原理から検証してみる。
　特別活動の目標は，学習指導要領には，以下のよう
に記されている。（　）内は中学校である。
　　 望ましい集団活動を通して，心身の調和のとれた
発達と個性の伸長を図り，集団（や社会）の一員
としてよりよい生活や人間関係を築こうとする自
主的・実践的な態度を育てるとともに，自己の生
き方についての考えを深め（人間としての生き方
についての自覚を深め），自己を生かす能力を養
う。
　小・中の目標について一部の文言の違いはあるが，
目標は統一化されているといえる。
　特別活動の内容で直接的に防災に関係する箇所は，
学校行事の内容の③健康安全・体育的行事である。防
災教育との関連では，「安全な行動や規律のある集団
行動の体得」と「責任感や連帯感の涵養」の育成が述
べられている。ここには，運動会（体育大会）・競技
会・健康診断・薬物乱用防止指導・健康や安全や学校
給食に関する指導などの行事の一つとして，避難訓練
や防災訓練が含まれている。
　しかしながら筆者は，避難訓練や防災訓練の項目が
含まれているだけでは，特別活動が防災行動に寄与で
きるとは思わない。特別活動の持つ指導原理及び方法
原理にこそ，自主的防災行動に寄与する本質が含まれ
ていると考える。
（１）特別活動の特質Ⅰ
　特別活動の目標の冒頭の「望ましい集団活動を通し
て」という文言に見られるように，特別活動は集団活
動を通して活動を展開するという大きな特質をもって
いる。もちろん他の教科・領域でも集団活動を行うこ
とはあるが，望ましい集団活動を通して活動を展開
し，目標を達成することが全面に出ているのが特別活
動の特質であり，これは方法原理でもある。
　特別活動では一人ひとりの児童生徒が学級・学年の
枠を超えた，様々な集団の中で活動する機会が多くな
る。それを通して生活経験も豊かになり，望ましい人
間関係を築くために，必要な能力や態度が培われる。
さらにその体験を通して所属感が満たされれば，その
集団の充実・向上に努めようとする意欲や態度が養わ
れる。例えば，生徒会や児童会では，異なった学年で
集団が編成されるし，クラブ活動では，同好の仲間が
集団として活動することになる。
　ここで，震災後多くの報道番組で伝えられた「釜石
の奇跡」と呼ばれている，一次避難行動を振り返っ
てみよう。釜石市の小学生1,927人・中学生999人のう
ち，津波襲来時に学校管理下にあった児童生徒は全員
無事だったそうである。
　地震の激しい揺れの中を，釜石東中学校の教頭が避
難の指示を出そうと必死でマイクをつかんだとき，す
でに生徒は，階段を駆け下りていた。ある教師が「逃
げろ！」と叫ぶのを聞いてサッカー部員が走り出した
そうだ。グラウンドに地割れが入ったのを見た彼ら
は，校舎に向かって「津波が来るぞ！逃げるぞ！」と
大声を張り上げ，そのまま走り始めて，隣の鵜住居小
学校の校庭を横切り，小学校の校舎に向かって，「津
波が来るぞ！逃げるぞ！」と声をかけながら，「ござ
いしょの里」という避難所に向かって全力で走った。
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鵜住居小学校は，ハザードマップでは安全場所だった
ので，全児童は校舎の３階に避難していたが，日頃一
緒に避難訓練をしていた中学生が，全力で駆けていく
のを見て，３階から降りてきてその列に加わった。結
局約600人の小中学生の自主的な一次避難行動が実施
されたのだ。
　地域の人たちも，血相を変えて集団で逃げる中学生
を見て，それに引き込まれるように一緒に逃げ始めた
そうである。同じ地域の保育所も，保育士が，子ども
をおんぶしてベビーカーに乗せて坂道をかけ上がっ
た。中学生たちは，ベビーカーに乗れない子どもを抱
き抱えたり，小学校低学年児童の手を引いたりしな
がら第一次避難所の「ございしょの里」にたどり着い
た。
　なぜ，中学生である15歳以下の子どもたちが，地域
住民まで巻き込む，第一次避難行動を引き起こすこと
ができたのだろうか。筆者は，この中学生たちが小学
校時代から受けてきた，特別活動の一部である集団的
な防災活動に起因すると考える。
　釜石東中学校の３年生が津波発生後10日間経過した
時期に，作文に自分の正直な思いを書いている。「私
は今まで，学校の避難訓練や防災活動が好きじゃあり
ませんでした。でも今回，体験して訓練していて，良
かったなと思いました。」ここでの，キーワードは，
「体験して訓練していて」という言葉である。
（２）特別活動の特質Ⅱ
　特別活動は，実践的な活動である体験活動を通して
学ぶことに特質がある。つまり「なすことによって学
ぶ」のである。これは，自分の身体を通して実際に経
験する活動であり，子どもが体全体を使って対象に働
きかけ，かかわっていくことを意味する。
　先述した釜石市の，第一次避難行動においても，鵜
住居小学校児童と釜石東中学校の生徒が，日常的に合
同防災活動を実施していたことが大きな意味を持つと
筆者は考える。相互の人間的な触れ合いが基盤になけ
れば，ハザードマップで安全と認定されている小学校
校舎の３階から小学生がわざわざ降りてきて，中学生
と一緒に避難しようとしたかどうか疑わしい。
　今日の学校教育においては，体験活動の必要性が広
く求められている。これは，子どもに周りの他者との
人間関係が適切に築けないといった社会性が不足し
て，様々な事件が起きているからである。また，自然
や社会に対して関心が乏しく，物事に対して主体的に
取り組む姿勢が不足しているという現状認識があるか
らである。特別活動の中に体験活動を取り入れる意義
について南本（2010）は，次の３つを挙げている。
　１つは，体験活動は受け身でなく，子どもの能動的
な学びになりやすいことである。知識だけで理解する
のでなく，五感を使った活動は，感動を伴い，子ども
はその学習の意義について納得しやすい。そのうえ特
別活動は，集団活動となるので，他者とのかかわりの
中で行われる場合が多いため，社会性も同時に育てる
ことに貢献する。
　２つ目は，体験活動はどうしても具体的な社会事物
や地域の人々とかかわりを持つために，自然や社会の
現実に直接触れる機会が多くなることである。しか
も，取り組む中で失敗体験や成功体験を重ねるなど，
何度も試行錯誤を繰り返されるので，その過程におい
て思考力や判断力が養われる。
　実際の特別活動では，学校行事などで，学校外で活
動する機会が多くなる。小学校では宿泊を伴う１週間
程度の自然学校など，中学校では進路を考える職場体
験などで，実際の働く現場に出向く活動がある。
　３つ目は，体験活動は具体的で実践的であるため，
児童生徒のイメージやイマジネーションの豊かさを生
み出すもとになるという特長である。体全体を使う体
験活動は，五感を刺激し子どもの創意工夫を生み出す
原動力となる。つまり体験活動は，子どもの創造性を
培う役割を果たすことにつながるのだ。
４　防災行動と体験的な集団活動
　望ましい集団活動と体験活動が特別活動の特質であ
ると述べてきたが，筆者はただ体験的に集団活動さえ
していれば，児童生徒の避難行動が促進されるとは考
えていない。特別活動の目標にあるように，児童生徒
が自ら望ましい人間関係を築くことができる資質や能
力を身につけるための，実践的な集団活動でなければ
いけないのである。つまり特別活動は，社会的動物で
ある人間として，誰とでもより良い生活を築こうと能
動的に動く力を培うものである。
　災害時の避難行動と集団活動は密接に関係している
ことについて，広瀬はそのメカニズムを次のように述
べている。
　　 避難行動とは個人や家族のような集団が脅威や破
壊にさらされた時に，その事態を回避するための
移動行動である（略）この行動の特徴は，個人の
単独の行動というよりは，集団的な行動という点
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にある。避難行動はそのメカニズムを見ると，そ
れをともに行う個人の間では，相互作用的であ
り，複合的であるため，さまざまな要因がこれ
に関与して避難行動を促進したり，遅延したり，
場合によっては中止したりする。（広瀬，2004，
p83）
　つまり，一緒に行動する集団内の人間関係が，避難
行動やその結果に，なんらかの影響を与えることを示
唆しているのである。
（１）災害時の避難行動
　避難行動は，遭遇した災害への不安や危機感がない
と，起きないだろう。人は災害を目の前にして，それ
に対する不安や緊張感が高められていくとき，不快な
感覚が生じていることはすべての人が経験しているこ
とだ。この緊張感を解消する一つの方法として，緊張
対象から離れる避難行動がある。不安や危機感が強く
なればなるほど，そこから離れようとするとする心の
動きは強くなる傾向がある。しかし，この行動が，秩
序のある正常なものであるためには，恐怖や不安が過
度にならないようにすることも重要である。
　片田（2012，p78）は防災教育の陥りがちな間違い
として次の２つを挙げている。一つは「脅しの防災教
育」である。避難訓練における映像や話などで，「災
害は怖いものだ」と脅すだけでは，その効果は長続き
しないというのである。なぜなら，不安や危機感を絶
えず持続させて，心身を緊張状態に置くことは，不利
益であることを，人間はすでに学習しているため，時
間の経過とともに，自然に恐怖を忘れていくからであ
る。つまり人の心は，時間の経過とともに，不安や危
機感を低下させるメカニズムを備えているのである。
つまり一時的な脅しだけの防災教育では，その瞬間の
み恐怖で注意を喚起できても，その状態は決して長続
きしないということである。
　さらに，「あなたの住んでいる町は危険ですよ，命
を落とすかもしれません」と言われ続けると，特に子
どもたちは自分の故郷を嫌いになってしまう可能性が
高い。その結果，一番大変で長期化する災害後の地域
の復興に対して，消極的な人材を育ててしまう。
　つまり，外から情報を一方的に与えられて形成され
る危機意識だけでは，人の自主的な行動を誘発する要
因は，長続きはしないということである。筆者は，児
童生徒の不安や危機感をある一定のレベルに保ちつ
つ，自らが能動的に実践する避難行動を含めた防災行
動を起こす子どもを育てることを，特別活動に期待す
る。
　もう一つは「知識の防災教育」である。これは，防
災に関する知識を得ることが無駄であると言っている
のではない。他から一方的に与えられた知識では，児
童生徒に主体性は醸成できないという意味である。災
害とは想定外の事態が起こり得るものなのに，外部か
ら知識が与えられることにより，かえって災害のイ
メージを固定化してしまうことにさえなりかねない。
この固定したイメージが邪魔をして，かえって避難行
動を遅らせる場合もあると懸念する。
　では，どのような知識が求められるのだろうか。教
室内で一方的に教えられる知識ではないことは明確で
ある。筆者は，自分の手や足を使い調査したり分析し
たりする試行錯誤の体験を繰り返す中で，「なるほど，
そうだったのか，わかった」と，子ども自身が納得や
実感できる知識でなければならないと考える。
①　避難行動に寄与する人間関係力
　避難行動は，個人が単独で行うものでなく，集団行
動という特徴を強くもち，一緒に避難する人々の間に
はある場合には緊密であったり，時には，比較的穏や
かなつながりであったりするが，何らかの相互作用が
あることは，先述したとおりである。避難する集団が
どのような関係で結ばれているか，どのような人が避
難集団の中核となっているかにより，避難行動の様相
が大きく変わってしまったことは，過去の災害社会学
において，すでに証明されているところである。
　例えば災害に遭遇したとき，家族は一体となって行
動しようとする傾向があることは明らかである。それ
は血縁で結ばれた家族が，最も信頼できる集団だから
である。第二次世界大戦下でアメリカ軍から空襲を受
けた東京市民の避難行動が，家族単位で行われている
ことは，映像や記録で証明されている。最近では，東
日本大震災直後の危険な状況の中，保護者が学校にい
る我が子を引き取るために，駆けつけたことが知られ
ている。
　それ故，幼い子どもや老人や病人を抱える家族は，
弱い者を保護し災害を逃れるために，避難行動が早ま
る場合が多い。筆者は阪神淡路大震災時に自宅で被災
したが，どこに避難するか迷っていた。しかし，友人
一家は，病気の老人を抱えていたため，震災直後に長
田区役所のロビーに避難していた。
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②　第一次避難行動と地域コミュニティ
　広瀬は，地域コミュニティと防災行動について次の
ように述べている。
　　 日ごろからテレビ，新聞，インターネットなどを
通して，マスコミ情報を受容する頻度の高い人ほ
ど，災害情報を知る機会が多くなり，避難行動を
早めに始めることができる。また対人関係が密で
あったり，近隣との関係が良好である場合にも，
パーソナルコミュニケーションを通じて災害情報
が入ってくるので，避難行動開始には有利である
 （広瀬，2004，p96）
　例えば，児童生徒が特別活動を通して，地域住民と
の関係が密であればあるほど，学校や家庭の外で一人
で行動している際に災害に遭遇すると，避難行動が促
進されることになる。
　また広瀬は次のようにも述べている。
　　 災害を前にして多くの人が避難したがらないの
は，災害に正確な認識が持てないためだ。『身に
及ぶ危険がある』という実感を持つことが，避難
行動を起こすために欠くことのできない条件であ
る。災害の脅威をしっかりイメージすることが災
害回避の避難行動を起こすために何よりも重要で
ある。（広瀬，2004，p96）
　これは，（２）特別活動の特質Ⅱにおいて，体験活
動の３つ目の意義として，豊かな体験活動が，豊富な
イメージを生み出すもとになると述べた具体例の一つ
である。
　釜石東中学校の例でも明らかだが，避難行動は集団
で行われるものなので，模倣性や感染性がある。隣人
や知人が避難すると，つられて避難した経験は，誰も
が持っているだろう。また，誰かが避難したとうわさ
が広がると，次々と避難者が続く傾向がある。これは
東日本大震災の，原発事故汚染の後にも同じような現
象が見られている。特に避難することへの迷いがあ
り，一緒に行動する集団の中で意見の不一致があるよ
うな場合は，他人の行動が避難するかどうかの判断に
大きな影響を与える。
　図１は，前掲の2003年に実施された気仙沼市民を対
象としたアンケートの中の設問である，「あなたは，
どういう状態だったら逃げたか」という答えの結果を
見ても明らかである。
図１　気仙沼市民アンケート結果
（２）災害後の復興生活
　阪神淡路大震災後に，食料や水の配給に日本人が並
んで，規範意識に基づいて社会生活が営まれている
と，称賛する報道が目に付いた。「日本人の美徳」「災
害に対しての忍耐強さ」などと書かれてあった。筆者
も同じ体験をしたが，それは一時的なものでしかな
かったと記憶している。
　このユートピア現象について広瀬は次のように説明
をしている。
　　 災害は私たちの身近な環境を激しく変えてしま
う。心身に傷を負ったり，家財を失ったりする変
化に適応して生きていかなければならない。災害
時にはそれまで当たり前だった規範が背後に退
き，自然発生的に芽生えてくる非常時規範と呼ば
れる新しい社会ルールがとってかわるのである。
災害直後の人々は非常時規範に従うことで困難
な事態を切り抜けようとする。（略）この新しい
ルールの特徴は，個人の勝手な自由を抑えて平等
化を図るということである。災害を経験した人び
との間に，束の間であるが，運命共同体の意識が
湧きあがってくる。このような親密な感情を共有
することで，相互に助け合う行動が触発されるの
である（広瀬，2004，p46）
　この時期，学校の児童生徒も，生活の基本が失われ
大変な中でも，いい意味でも悪い意味でも寛容な生活
を送ることになる。「大震災の後だから…しかたない」
という思いが，寛容な雰囲気を生み出す。学校への遅
刻も許される，宿題しないのも許される，テレビゲー
ムを一日していても許される，忘れ物をしても許され
る，救援物資のお菓子を食べすぎても許される。災害
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を乗り越え，生き残ったこと自体が素晴らしいという
ことが隠れみのになり，すべてを受け入れる雰囲気が
広がる。
　筆者は，阪神淡路大震災後に初めて登校してきた１
年生に宿題を出して，保護者から激しく抗議された経
験がある。筆者は「被災した今だからこそ学ぶことが
ある」と，家庭訪問をして説得したことを覚えてい
る。
　次の実践は，筆者が阪神淡路大震災後に実施したも
のである。危険な震災後の通学路を通って，小学校１
年生が一人で登下校するためには，どのような学力が
必要かを震災後から悩んでいた。そこでまず，子ども
と一緒に破壊された通学路を歩く活動を行った。その
活動は特別活動と生活科の合同の授業時間として位置
付け，通学路の危険箇所はどこか，余震に遭遇したと
きどのように対応するか等，校区をくまなく歩き，子
どもたちと話し合いをしながら，実践的に学んだ学習
体験だった。地震後の流動的な通学路や校区を一人で
歩けるようになることは，１年生の学校生活の自信に
もつながるなど，良い影響が出ていたと考える。
５　特別活動における具体的な防災教育
　特別活動の学校行事の内容には，児童生徒の安全指
導や避難訓練が，含まれている。筆者はそれにとどま
らず特別活動全体の特質である「なすことによって学
ぶ」ことや「のぞましい集団活動」によって培われる
人間関係力こそが，防災教育を支える根っこの役目を
果たしていると考える。
　以下，特別活動が，自主的防災行動にどのように寄
与しているかについて，中学校の具体例をあげながら
述べることとする。
（１）学級活動
　学級活動というと，学級内のことを色々と話し合う
活動であると思われがちであるが，内容はそれだけで
はない。学習指導要領の学級活動の項目（２）は「適
応と成長及び健康安全」である。この項目は防災教
育と密接にかかわっている。学習指導要領では学級
活動の（２）の項目として９つの内容項目を示してい
るが，いずれも自己探求や自己の改善・向上の視点か
ら，人間としての生き方についての自覚を深め，社会
の中で自己を正しく生かす能力を養うことと，広くか
かわるように指導することが求められている。特に５
つの項目が，防災教育にいかに関係しているのかにつ
いて，阪神淡路大震災時の実際の児童生徒の状況と結
びつけて論じることとする。
①　自己及び他者の個性の理解と尊重
　中学校学習指導要領の解説書（以下「解説書」と示
す）によると，「自己の個性を見つめ，それを大切に
することは自尊感情を高め，自己確立や自己実現を図
るための基盤となる。また，他者の個性を理解し互い
に尊重し合うことは，自己理解を一層深めるととも
に，豊かな人間関係を育んでいくことにつながる。」
とある。
　これは，震災後の突然に変化してしまった自己理解
を含めた環境への適応の問題である。自分の一家は大
丈夫だったが，友だちの家族は亡くなった。家族は全
員無事だったが，家が全壊して急な転校を余儀なくさ
れた。このような変化に置かれた自分の立場をしっか
りと見つめるとともに，自分と異なった他者の立場も
認めるという心の動きを，体験することを余儀なくさ
れる。災害は被災した児童生徒の生活環境を激変させ
るだけでなく，激変した環境に適応できる者と，適応
できない者への選別をも迫るものでもある。
　この自己理解と環境適応が十分に行われないと，災
害後ユートピアが終焉を迎えた時期である一か月が経
過するころになると，生徒は「どうして自分だけ…」
「どうしてあの子だけ…」という恨みやねたみの芽を
持ち始める傾向があった。
②　社会の一員としての自覚と責任
　解説書には「生徒の社会性不足や自立の遅れが指摘
される中，社会の一員としての自覚をもち，責任ある
行動のとれる人間の育成が求められている。とりわ
け今日，情報化や国際化，科学技術の発展が急速に進
む中，中学生においても的確な判断基準に基づき，主
体的に責任を持って行動することが強く求められてい
る。」と述べられている。
　具体的には，避難所運営のルールについて考えてみ
たい。震災後神戸市長田区にある中学校に開かれた避
難所を例にとる。震災５日目の朝に避難所運営のため
に示された「共通理解ルール」は次のようなものだっ
た。
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図２　 神戸市長田区の学校避難所運営のための「共通
理解ルール」
　避難所生活を円滑に送るための最低限のルールは最
低20個ある。避難所が，とても厳しいルールに基づい
て運営されていたことに気付くだろう。平常時なら
ば，不合理と思われるようなルールもあるかもしれな
いが，この時期はまず「公平さ」が求められていたこ
とを理解しなければならない。つまり，社会の秩序が
混乱したときほど，一時的であるが，厳格なルールが
必要であるといえる。
　筆者は，中学生が社会生活上のルールやモラルの意
義を考えたり，正義とは何かを話し合ったり，公正さ
を重んじたり，そのために自律・自制の心を培うこと
は，震災後の避難所生活の初期の混乱時を乗り切るに
は不可欠だと考える。
③　望ましい人間関係の確立
　解説書には「現代の青少年については，人間関係の
希薄さや他人に共感して思いやる心の弱さなどが指摘
され，それがいじめや暴力行為などの問題行動や不登
校などの一つの要因になっていることに留意し，人間
関係を形成する力や自己表現力，他者への思いやりや
正義感，連帯感や協力心などをはぐくむ取り組みを積
極的に進めていく必要がある。」と記されている。
　重川は，非常時に頼りになるものとして人のネット
ワークを挙げている。
　　 地震発生から少し時間がたってくると，ご近所同
士の助け合いに加え，ふだんからのさまざまな付
き合いの輪が頼りになり始めます。親戚をはじ
め，職場の仲間，学校の同窓生，仕事の取引先，
趣味を同じくする仲間など，個人が持つつきあい
のネットワークのすべてが役立ちました。（重川，
2005，p156）
④　ボランティア活動の意義の理解と参加
　解説書には，「ボランティア活動は，個人の自由意
思を基本とし，自分の技能や時間などを進んで提供
し，他人や社会に貢献する活動とされ，他人を思いや
る心，互いに認め合い共に生きていく態度，自他の生
命や人権を尊重する精神などに支えられている」と記
されている。
　阪神淡路大震災は，「ボランティア元年」とも呼ば
れている。この震災が，日本でボランティア活動が広
がる大きな契機となった。筆者が当時勤務していた小
学校にも，毎日のようにボランティアが来ていたと記
憶している。中には「なんでも言いつけてください」
と言う人がいたが，これはボランティアとしてふさわ
しくないだろう。自主的に行動をする，自分の技術と
能力でできる範囲のことをするのが，ボランティアで
あると考える。
　筆者の勤務した学校でも，震災後に避難所となった
中学校で避難者と共存する中学生は，大人顔負けの大
活躍をしていた。パソコンが得意な生徒は避難者名簿
を作成し，避難者の班長となった大人と対等の立場で
その場を仕切っていた。また，ボランティアの炊き出
しの手伝い，お年寄りや病人の手伝い，小さい子ども
を遊ばせる，救援物資の整理，重い水運び，トイレの
掃除などを主体的に行った。これらの行動は，『中学
生は頼りになる』と大人をうならせた。学校外でも中
学生が，高層マンションの高齢者の為に，飲料水のポ
リバケツをリレーしながら運んでいた。
　このような自主的に判断し行動する中学生の姿は，
阪神淡路大震災後だけでなく，2010年に起きた東日本
大震災後にも，多く見られたことが，報道されてい
る。
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⑤　心身ともに健康で安全な生活態度や習慣の育成
　解説書には安全について「日ごろの備えも含め自然
災害等に対しての心構えや適切な行動がとれる力を育
てることが大切である。さらに自己の安全を確保する
のみならず，身の回りの人の安全を確保する態度を育
むことが重要である。」と記されている。これは，中
学生は，災害時には自分の命を第一に守るSurvivorと
してだけでなく，よき支援者Supporterとして存在す
る必要があると述べている。
　Survivorについては「率先避難者」の言葉に表現さ
れるように，まず災害発生時を生き延びることを意味
する。支援者Supporterとしては，ボランティアに参
加する際の基本的な心得を知ることや，救援物資を送
付する際の的確な判断なども含まれる。自分自身の自
己満足のためのボランティアや，善意の押し付けは避
けなければならない。また，送付する救援物資が無秩
序にならないように，被災者の置かれた現状をイメー
ジしながら，実践的に行動することが大切である。阪
神淡路大震災の際に，ボランティアが避難所の食料や
救援物資に依存して，被災者があきれていたことを思
い出す。
（２）生徒会活動
　生徒会活動で育てたい「のぞましい集団活動」の中
の一つにボランティア活動などの社会参加がある。生
徒会活動の意義は校内での活動はもとより，校外にも
目を向けて，自主的・実践的に活動することに教育的
な意義がある。
　阪神淡路大震災時に被害が大きかった小・中学校の
ある地域では，その97.3％が避難所になった。特に十
分な空き地が市内になかった兵庫県芦屋市では，中学
校の校庭に仮設住宅が建設された。このような学校で
は，生徒会が中心となり，被災者との交流を行ってい
た。仮設住宅を訪問して，災害時の話を聞き防災意識
を高めたり，逆に，生徒が高齢者の苦労話を聞いて，
その心を癒していたこともあった。さらに，中学校の
音楽会や体育大会などの行事に被災者を招待し，仮設
住宅が解消された後も，その交流を継続していた。
（３）学校行事
　学校行事には防災教育と直接的にかかわるものが含
まれる。その代表的なものとして，健康安全・体育的
行事としての避難訓練や防災訓練がある。これについ
ては，Survivor「率先避難者」を育てる教育として具
体例を挙げながら，すでに述べてきたところである。
　次に，勤労生産・奉仕的行事が挙げられる。解説書
には「共に助け合って生きる人間としての必要な社会
奉仕の精神を身につけたりするなど，人間としての生
き方についての自覚を深め，将来の社会人として自立
していくための態度や能力を育てる」とねらいが記
されている。これは，生徒をSupporter「自主的支援
者」として育てる教育であるといえる。
　
６　これからの防災教育のありかた
　2007年文科省研究開発局より防災教育支援について
の懇談会が開催され，その中で防災教育の内容とその
必要性が報告されている。（http://www.mext.go.jp/_
menu/houdou/19/08/07082812/001.htm）
　　 防災教育は，自然災害に関して理解し知識を得る
だけでなく，その発生や原因について自ら学び，
防災や減災する仕組みや自らの役割に気付き，そ
れを実践するプロセスが大切である。教育の場で
は通常の教科との関連性の強化，総合学習など特
化したプログラムを有機的に連携し展開する必要
がある。さらに実践的な知識と経験を積むには，
学校や地域のみならず様々な機会・場を通して活
用し展開しなければならない。また「生きる力」
を涵養することにより，能動的に防災に対応する
取り組みをすることができる人材を育成し，社会
教育・生涯教育として発展させる必要がある。
　これは，素晴らしい内容であるが，具体的にこれを
防災教育の中で展開していくかについて，2008年に作
成された「みやぎ防災教育基本指針」に沿って考えて
いきたい。
（１）児童生徒の防災リテラシー
　2007年11月に宮城県内の幼稚園から高校まで（地域
性を考慮して全体の１／３を抽出）アンケート調査が
行われた。その結果として，県内の防災教育につい
て，以下のことが不十分であると報告されている。こ
れは宮城県の独自の調査であるが，その他の都道府県
にも合致する普遍的な内容を含むと考える。
・ 学校の防災教育は，一般に，避難訓練が中心であ
り，指導する教職員の認識としても年２回の避難訓
練を防災教育と考えている。
・ 児童生徒の発達段階に応じた系統的な指導が行われ
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ていない。
・ 各教科，道徳，特別活動など教育活動全体の中で，
系統的，計画的な指導が行われていない。
・ 保護者，地域社会，行政と連携・協力の状況におい
て沿岸部と内陸部に温度差がある。
　上記の課題の指摘に基づいて，宮城県は学校におけ
る具体的な取り扱い資料を作成した。それを参考とし
ながら，特別活動等の内容について考えることとす
る。
（２）発達段階に合った防災教育
１）小学校低学年
　学級活動において種々の災害の危険について具体的
な場面を採り上げる。また，学校行事の避難訓練にお
いて，災害に応じた行動の仕方を身につけ安全に避難
できるようにする。
　低学年では，まず災害発生時の危険な場所を知り，
避難する場所を知っていることである。そして，大人
が近くにいれば，パニックになることなく救助を求め
たり，その指示に従い適切に行動することが重要であ
る。
２）小学校中学年
　学級活動において種々の災害の危険について，学校
周辺や地域の特性や実態を踏まえて採り上げる。また
学校行事の避難訓練において具体的な行動場面に隠れ
ている危険を想像しながら，安全に行動できるように
する。
　中学年は，社会科で自分の住む地域の特徴や消防署
のシステムについて学ぶ。また「公助」を担う市や県
などの行政機関を訪問して情報を収集する。そのよう
な活動を通して，地震や津波の発生の基本的な特徴や
地域の危険について体験的に理解することができる。
例えば，阪神淡路大震災を経験した兵庫県では，ほと
んどの学校が，「人と未来防災センター」を訪問して
いる。
　中学年ともなれば，友だちも増えその行動範囲も広
がるので，大人の指示を待つだけでなく，自己の判断
で危険を回避する力をつける必要がある。自分一人
でも，地域の避難所に行くことができなければならな
い。
３）小学校高学年
　学級活動において災害時に自分自身が安全に避難す
るとともに，下級生の安全に気を配ったり，大人への
通報の仕方など，２次災害を防ぐ態度や行動の仕方を
採り上げることが重要である。学校行事や避難訓練に
おいて，災害の種類，規模等に応じた安全な避難行動
ができるとともに，通報など２次災害の防止等につい
ても実際に行い，体験的に理解できるようにする。こ
れには，地域も巻き込んだ防災訓練が不可欠である。
　自然学校，キャンプなどの活動の際に野外炊事がで
きる，火おこしができる，飲料水の確保ができる，止
血などの簡単な応急手当などができるような体験活動
をする機会を設けることも考えられる。教師や指導員
が準備万端整えた，体験ごっこにならないようにしな
ければならない。
　高学年になると，学校の中だけでなく緊急地震速
報，災害時伝言ダイヤルの活用ができるようになる必
要がある。社会科で，日本の地形や気候の特徴や日本
各地の特色ある人々の生活も学んでいる。理科では，
火山やプレートや断層について学びその危険性を理解
し，具体的な地域の危険箇所を知ることもできる。ま
た，大人の指示を待つだけでなく，自己判断で避難行
動を開始することにより２次災害を防ぐことができる
ようになる。
　高学年ともなると，自分の安全だけでなく，災害時
には下級生の安全に気を配り，避難行動を促進する
リーダーとしての役割も出てくる。
４）中学校
　学級活動において，災害からの安全などに関する題
材を採り上げ，生徒自らの心身の健康状態について理
解と関心を深め，望ましい態度や習慣の育成を図る。
健康・安全に関する事後指導において，例えば災害か
ら自他の安全を守ることの意義などについての指導が
大切になる。
　集団宿泊に関する行事では，自然体験活動などを通
し，自他ともに協力することや不便な生活に耐える精
神的なたくましさを養う。それとともに，野外での活
動体験を通して，災害時に生き残るための生活力を育
成する。また勤労生産・奉仕的行事や生徒会活動にお
いては，地域の防災訓練等で，ボランティア体験をす
る等して，災害時に必要な知識やスキルが身につくよ
うにする。
　中学生は，過去の災害時においても大きな戦力と
なったことは明らかである。各教科も専門性が出てき
て，知識面でも頼りになる。理科で地震のメカニズム
や地震発生時の地面の揺れを理解し，自分の住む土地
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の成り立ちや地盤の地質について理解する。また，家
庭・技術科では緊急時の生活に必要な知識（簡易な調
理方法・仮設トイレの設置方法）や建物の耐震性やそ
の補強について学ぶ。保健体育では災害時の傷害防止
について理解できるようにするとともに，安全な避難
方法について理解できるようになる必要がある。止血
法，包帯法，心肺蘇生法などの応急手当について理解
を深め実施できるようにする。特別活動では，地域全
体の防災活動に参加し自らが実施できる災害時の活動
について理解し，災害発生時にはボランティアとして
活動に参加することが求められる。
（３）防災の視点で特別活動の評価
　特別活動の評価については，学習指導要領に次のよ
うに述べられている。「生徒のよい点や進歩の状況な
どを積極的に評価するとともに，指導の過程や成果を
評価し，指導の改善を行い学習意欲の向上に生かすこ
と。」
　「なすことによって実践的に学ぶ」学習であっても，
その評価は必要である。2007年仙台市立北六番丁小学
校５年生45名を対象に実施された地震災害を想定した
ワークショップの際の評価について紹介する。ワーク
ショップ実施の概略は以下のようなものである。全15
時間に及ぶ体験的・総合的な学習である。
①　８月29日２時間
　　 過去の震災の資料や映像から知識を得て，自分の
住む地域の地図の確認
②　８月30日２時間
　　地震体験車「ぐらら」による振動体験
③　８月30日２時間
　　防災マップを作成するための町探検
④　８月30日２時間，９月１日４時間
　　班ごとで地域の防災マップ作り
⑤　９月３日１時間
　　避難訓練
⑥　９月３日２時間
　　班ごとの防災マップの発表
　これらの活動を，防災マップ作成終了後と防災マッ
プ発表会終了後に２回の評価を行っている。評価項目
は，ワークショップの感想であり，自由記述である。
さらにワークショップ終了後約３か月後にも，時間経
過による児童の意識変化を把握するため，同様なアン
ケートを実施している。また，ワークショップ参加の
児童の保護者を対象に，実施後１か月半後に，アン
ケートも実施している。学校での防災教育が家庭での
防災行動や意識にどのように反映したかを評価するも
のである。
　この一連のワークショップは大学等の専門家の支援
を受けて実施されたものであるから，すべての学校
が，ここまでの評価を行うことは困難かもしれない。
しかし，体験活動のさせっぱなしで終わることのない
ようにしたい。
　そのためには，活動の結果だけでなく活動の過程に
おける児童生徒の努力や意欲を積極的に認めなければ
ならない。そして，集団活動や実践活動の良さを知
り，災害等の危険な状況に遭遇した際に，行動意欲を
喚起できるような評価をしなければならない。そのた
めには，自己評価だけでなく集団の相互評価など様々
な手法を取り入れる必要がある。
　
７　おわりに
　本論文では，主体的な防災行動を喚起するために，
特別活動が果たす役割をテーマに，学校における防災
教育の必要性と特別活動の特質について焦点をあてて
考察した。特に阪神淡路大震災と東日本大震災におけ
る，中学生の具体的な行動を例に挙げながら述べてき
た。
　防災教育を本当に実効性あるものにするためには，
義務教育学校の果たす役割は大きいことは明らかであ
る。義務教育学校の学習内容を決定しているのは，学
習指導要領である。しかし，その学習の内容を児童・
生徒に具体的に指導しているのは教師である。つまり
防災教育の成否は，教師の指導力にかかっているとい
える。
　特別活動が主体的な防災活動に寄与することは，そ
の特質や内容から明らかであるが，その評価はあいま
いである。残念なことだが，学級指導を，目的のない
親睦会にしてしまったり，一方的なお説教の時間にし
たりする教師が，存在することを聞くことがある。全
国の研究会の案内を見ても，国語や算数などの教科の
研修はよく目にするが，特別活動の研究会はほとんど
見ることがない。なすことによって学ぶ特別活動こそ
が，災害大国日本にとり，もっと重視されるべきであ
る。
　筆者は，特別活動が軽視される要因の一つに，その
指導の結果が分かりにくい，つまり児童生徒の意識の
変化が見えにくいことがあると考える。児童生徒の体
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験活動を評価するのは時間を要するとともに，その評
価の客観性を求めることは難しいことであるが，これ
は避けることはできない。
　避難訓練を含む特別活動が，大災害が起こり，多く
の人がなくなった時だけというのは，悲しいことであ
る。「20年ひとくぎりの防災教育」と片田（2012）が
提唱するように，息の長い防災教育が期待されるとこ
ろである。
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